
令和７年度 環境厚生常任委員会行政視察報告書 

 

1. 参加委員 

（委員長）阿部英光 （副委員長）岡崎進 

（委 員）豊嶋太一、今井理華、早川仁美、清野匡志、新倉真二 

 

2. 研修日時 

令和７年 10 月 10 日（金曜日）13：30～15：00 

3. 研修先 

長崎県長崎市  

4. 視察事項 

（１）包括ケアまちんなかラウンジ運営事業について 

（２）多機関型地域包括支援について 

5. 視察概要 

                   （担当 早川仁美 ） 

視察先選定理

由 

 

政策討議のテーマ「支え合いの地域づくりについて～誰ひとり取り残

さない地域社会の構築～」に基づき、包括ケアシステムや多機関連携

について先進都市である長崎市を選定した。 

内容 

・事業概要 

・効果、推移 

・課題 

 

 

⚫ 包括ケアまちんなかラウンジ運営事業について 

【長崎市の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地形の特徴は山に囲

まれており坂道や階段

が多く平地が少ない。 

・長崎市の特徴は、原爆

被爆者の高齢化や軽度

の認定者が多い。 

・地域包括支援センタ

ーは 20 か所。認知症地

域支援推進員を全包括

に 1 名ずつ配置。 



地域医療構想による

医療機関の機能分化

や、平均在院日数の

短縮化（平成 20年

35.6日↠令和 2年

32.3日）など、療養

の場が病院中心から

在宅へと変化し始め

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療や介護の総合相談窓口として「長崎市包括ケアまちんなかラウン

ジ」を医師会に委託し、設置。また、在宅医療・介護連携の拠点とし

て平成 28年度から機能を強化し、在宅医療と介護の連携に関するさま

ざまな取組みを行っている。 

 ・ 総合相談支援（市民向け・専門職向け） 

  地域住民やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、

医療・介護・福祉についての様々な相談に関するワンストップ機

能を備えた総合相談窓口としての相談の受付・支援を行う。 

 ・ 在宅医療・介護連携推進事業（連携の課題抽出・対応策の検討、

専門職向け研修・講演会、在宅医療・介護連携の提供体制構築、

普及啓発など） 

(協力名簿登録者（R5.4.1現在）) 

医師 149人、歯科医師 72人、薬局 183カ所、栄養士 27人、主任ケア

マネジャー166人、 

【第９期介護保険事業計画基本方針】 

①長崎版地域包括ケアシステムの深

化・推進  

②自立支援・重度化防に向けた介護

予防の推進 

③人生会議（ACP）の普及啓発 

④権利擁護の推進 

⑤介護サービス基盤の計画的な整備 

⑥介護人材の確保及び介護現場の生

産性の向上 

⑦サービスの質の確保 

⑧災害・感染症に対する備え 



訪問看護ステーション 33カ所、介護保険施設 47カ所

 

冊子などのツールを作成し市民への啓発事業が豊富 

・笑顔で！在宅療養（在宅医療についての普及啓発パンフレット） 

・大切な人の穏やかな旅立ちのために（看取りのパンフレット市民向

け・専門職向け）） 

・「元気なうちから手帳」人生会議（ACP）の普及・啓発 

  各所への総送付数（29,676冊）、追加希望配布数（7,424冊） 

 

⚫ 多機関型包括的支援体制構築事業 

～重層的支援体制整備事業の取組み～地域包括ケアシステム推進室 

 

 

 

 

 

 

 

ワンストップで対応するための相談窓口（多機関型地域包括支援セン

ターを市内 2か所に委託。 

 多機関型地域包括支援センターCONNECT～つなぐ～のパンフレット 

 

・少子高齢化や一人暮らしの方の増加、家族やご近所との関わり合い

が少ない等で、孤立し複合的課題を抱えてしまった方が、相談先がわ

からないといった課題があった。長崎市では、県内で初めての“多世

代・多分野型相談窓口「多機関型地域包括支援センター」”（市内に 2

箇所）を設置し、相談員（相談支援包括化推進員）が、ワンストップ

で受け止める。（重層的支援体制整備事業の相談事業） 

・ライフステージごとに市内の相談窓口を紹介したパンフレット



（Connect ～つなぐ～）を作成し、センターに設置。 

 

市内 20か所に地域包括支援センターを設置し、2か所の他機関型包括

支援センターが北と南に分けて 6名の相談支援包括化推進員が活動し

ている。 

相談内容や連携先、対応可能になったケースは以下の通り。 

 

 

上記のように、狭間のケースや複合的な課題、本人同意や発信がない

ケース等に多機関型地域包括支援センターが中心となり、連携するこ

とで対応可能となっている。 

 

下記のように、パンフレットも、地域づくりに向けたものや、専門職

向けの事例集なども発行。 

多分野の専門職の重層的な連携ができるようにしている。 

 



 

考  察 

 

・長崎市は地形の特徴や高齢化率の高さ、在宅介護医療の割合が多いと

いう特徴から、市役所に相談窓口を設けるのではなく、医師会や地域包

括支援センターを生かし、相談窓口を委託している。また、特徴とし

て、様々なリーフレットや事例集を作成し、多機関が連携しやすい工夫

をしている。 

・本市では、包括支援員は市役所分庁舎地域福祉課におり、社協のコミ

ュニティソーシャルワーカーと活動をしているため重なっているように

感じ、もっと合理的にできるのではないかと考える。また、地域包括支

援センターも福祉相談が本庁に集約され、地域の相談窓口としてあまり

機能していないと考える。また、医療との関係も市立病院はあるが、今

後在宅介護や医療が増加することを考えると、地元の医師会との連携は

不可欠と考える。 

・今回の視察で、本市の状況を改めて調査し、今後の人口動態・世帯状

況の見通しを立て、今ある相談体制でよいのか、改めて研究する必要が

あるのではないかと思う。 

 


